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�メイン（モノクロ）
1994年、ザイールへ逃れようと、国境の橋のルワンダ側で入
国の許可を待っていたルワンダ難民たち。
UNHCR/H. J. Davies

上 チャドに逃れたスーダン難民。国境付近は危険でかつ援助が
受けられないため、UNHCRなど援助団体が、国境から離れ
た地域にキャンプを設営し、難民たちを移動させた。
写真：井上清治（HCR協会）

下 タイにあるタムヒン・ミャンマー難民キャンプの子ども
撮影：沼田早苗

お知らせ　

UNHCR日本・韓国地域事務所はホームページを開設し
ています。ぜひご活用下さい。資料紹介もあり、ホー
ムページから電子メールでのお申し込みも可能です。

http://www.unhcr.or.jp
資料に関するお問い合わせ先
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Message from 
the Editor
2004年は、日本のODAを通じた国際貢献の50周

年にあたります。長年にわたり日本は、UNHCRの

難民援助に対する世界第2位の資金拠出国です。今

号では、ODAが難民支援に果たす役割についてご

寄稿いただきました。UNHCR駐日地域事務所では

10月2、3日、東京・日比谷で行われる「国際協力フ

ェスティバル」に今年も参加する予定です。

5月には「出入国管理及び難民認定法」の改正案

が成立し、1982年に難民認定制度が整備されて以来

の初の抜本的な改正です。この点についても焦点を

あててお届けします。

さて、世界に目を転じると、UNHCRの援助対象

者の数は全体として大幅に減少しています。その一

方で、特集でお伝えするようにスーダンでの新たな

紛争から隣国チャドに人々が逃れ、緊急事態が続い

ています。国際社会の注目の集まらないこの現実に、

より多くの読者の方々が関心を持ってくださるよう

お願いします。

（UNHCR東京事務所　広報室）

▲

掲載記事の転載をご希望の方は、事前に下記の
UNHCR広報室にご相談下さい。なお、転載の際
には、記事の全文掲載をお願いします。



の流入は止まらず、

UNHCRは緊急援助チー

ムを送り、なんとか対処

しようとしました。一方、

地元住民も徐々に自分た

ちの生活が圧迫されるの

を感じ始めました。

この事態を受けて、

UNHCRは難民の安全と

生活の安定化に向け活動

を展開してきました。急

きょ取り組んだ大きな課題は二つあります。

一つは、スーダンの民兵集団が国境を越えて難民を襲撃す

るため国境から離れた安全な所にキャンプを設営し難民を運

ばなければならないこと。UNHCRは、チャド政府と共に

キャンプを設営するための実地調査を行い、清潔である程度

の量の水が供給でき、物資のトラック輸送がしやすい土地10

か所をチャド政府より提供してもらいました。そのうち7つ

のキャンプは私たちが訪れた頃、すでに国境沿いから移送さ

れてきた難民でいっぱいになっており、8つ目のキャンプへ

の難民の移送を行っているところでした。

もう一つの課題は、6月に雨季が始まると道は不通になり、

陸路では首都からキャンプに食糧や救援物資を輸送出来なく

なることです。雨季でなくても、チャド東部とリビアと国境

スーダン西部のダルフール地方では昨年2月以来、政府が

後押ししているアラブ系の民兵と非アラブ系の反政府勢力と

の間で紛争が続いており、村々は相次いで攻撃を受けていま

す。これは国連の調査団によると「最悪の人道危機」と言わ

れ、略奪・レイプ・焼き討ちが続くなか130万人近い住民が

故郷を追われ、多くはスーダン政府が管理する国内避難民

キャンプに逃れ、約18万人が国境を越えてチャドに流出し

難民となっています。

私たち調査チームは、まずチャドの最西端に位置する首都

ンジャメナのUNHCR事務所を訪れ、現場の状況について聞

きました。そこから小型プロペラ機で東へ1時間30分、

UNHCRの現場の活動拠点である東部の町アベシェに入りま

した。アベシェは町というより村落という様相で、緑の多い

ンジャメナと異なり埃っぽく、乾燥した、水もあまりなさそ

うな所です。以前ソマリアで仕事をしていた時、ソマリアは

何と貧しい国だろうと思いましたが、15年前のソマリアよ

り、現在のチャド東部の方がはるかに貧しく、大変なところ

だと感じました。

難民が流入しているこの地域は、潅
かん

木
ぼく

もまばらな土
ど

漠
ばく

地帯

で、この辺りも地元住民が燃料用の薪や小屋を作るために木

を切れば、数年で砂漠になるだろうといわれています。当初、

それほど難民の数も多くはならないだろうと考えた地元住民

は難民を親切に受け入れ、僅
わず

かな食糧を分け、難民が連れて

きた家畜が草を食
は

むのも大目に見ていました。しかし、難民

昨年2月以来、スーダンでは二つの大きな動きがありました。
一つは20年以上におよぶスーダン南部での政府と
反政府グループとの内戦が収拾に向かって動き出したこと。
もう一つはスーダン西部のダルフール地方で新たな内戦が起こり、
隣国チャドへの難民流入が始まったことです。
私は6月の始めにチャドを訪れ、スーダン難民の現状を見てきました。
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UNHCR駐日地域副代表

浅羽俊一郎

チャドはアフリカの北部、リビ
アの南に位置し、国の北部
ではサハラ砂漠が少しずつ拡
大している。面積は日本の
3.4倍だが、人口は東京のほ
ぼ3分の2にあたる850万人
しかいない。気温は日中は
50度まで上がり夜間でも40
度。6月から9月は雨季である。

国境のキャンプから到着し、テントの支給を待つ難民たち。 写真：筆者

ンジャメナ 
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を接するチャド北部は砂漠地帯であり、道路の状態が非常に

悪く、私たちも、4輪駆動車のタイヤがパンクし、炎天下で

修理を待たねばなりませんでした。このような事情で、雨季

前のキャンプ設営と物資の備蓄が急がれました。

難民の保護・支援活動では、通常UNHCRが他機関との連

絡と調整に当ります。チャドでもWFP（世界食糧計画）や

NGO（非政府組織）と活動を分担しています。WFPは、雨

季の間に必要な食糧の備蓄に努めていました。そうでないと

雨季の間、費用のかさむ空輸に頼るこ

とになってしまいます。一方NGOは、

｢チャド赤十字｣が難民の国境からの移

送、｢国境なき医師団｣が医療と給水、

｢ケア・インターナショナル｣がキャン

プの管理にあたっていました。今回の

調査に参加した日本のNGO｢緑のサヘ

ル｣はキャンプにおける環境対策、農

業指導などを行う予定です。支援を担

当する組織が決まらない分野もありま

すが、教育に関してはいずれユニセフ

が行う予定です。

流動的な状況下では、人道支援も計

画通りには進みません。私たちが国境

から移送する難民の他に何千人もが自

力でキャンプにたどり着き、多くの

キャンプでは難民の数が計画を大幅に

上回り、公衆衛生上の問題や水不足な

どが起こっています。本来なら1日一

人当り目標15～20リットル必要な飲

用水を5リットルしか配給できない、

というキャンプも出てきました。その

ため、キャンプの新設と、一部の難民

の移動が急がれます。

さらに、難民の滞在が長引けば、地

元住民への負担は大きくなり、最悪の

場合、彼らまでもが生活できなくなる

ことも考えられます。そうなれば、地

元住民のキャンプへの流入や他の村落

への避難という事態が生じる可能性も

あります。現状では、現場の支援体制

にはゆとりがなく、チャド政府にも難

民を支援するだけの経済力などの能力はないのです。

難民が家畜の飼料、燃料、小屋の建材として樹木を切れば、

キャンプ周辺の自然破壊が進みます。ですから、早い段階か

ら開発・環境専門の機関が難民受け入れ地域の環境対策を講

じる必要があります。また、スーダン国内に留まっている

100万人を越える国内避難民が、今後さらにチャドに逃れて

くる事態も予想されます。

このようにまだ状況の悪化が予想されるチャドへのスーダ

ン難民の流入ですが、国際社会の関心の低さが最大の懸念事

項です。昨年以来、UNHCRは繰り返し、この緊急事態につ

いて訴え、資金援助を要請しましたが、反応は大変鈍いもの

でした。こうした状況を知り、UNHCRの親善大使アンジェ

リーナ・ジョリー（米国の女優）は自らスーダン国境や難民

キャンプを訪れ、難民と人道支援職員を励まし、国際社会に

アピールしています。

7月にはアナン国連事務総長もスーダンのダルフール地方

を訪れ、スーダン政府に対して治安の改善と避難民救援を要

請しました。支援が遅れれば、50万人以上の飢死者を生み

出す恐れがあります。

UNHCRは2004年のチャドに逃れたダルフール難民の支援

のために5500万ドルの予算を計上し

ましたが、今のところ、まだ半分も確

保できていません。しかし、現場では、

支援なしには生きてゆけない、大きな

不安を抱える難民たちがいます。そん

な人々に｢国際社会はあなたたちを見

捨てていません｣というメッセージを

伝えたいと、NGOやUNHCRの職員

は灼熱の太陽が照りつける過酷な環境

下で、体力、気力ともに消耗しながら、

汗を流し働いているのです。

知らなかったでは済まされません。

彼らの努力に応え、難民に援助する時

です。

「難民　Refugees」UNHCRニュース、29号
の伊藤礼樹のスーダン報告（p.3-4）を参照く
ださい。

4 SEPTEMBER 2004

活動報告Chad

危険な国境地帯からミレ・キャンプに到着してトラックを降りる難民たち。 写真：井上清治（HCR協会）

難民から話を聞く筆者　UNHCR

ブレイジング・キャンプに備蓄されている援助物資　
写真：井上清治（HCR協会）

ブレイジング・難民キャンプ 写真：井上清治（HCR協会）
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スーダン内戦と難民
スーダンでは現在まで20年以上続く

内戦の結果、これまで200万人以上が死

亡、アフガン難民に次ぐ数の60万6179

人が難民生活を余儀なくされている。さ

らに先般西部ダルフールで新たに発生し

た難民注1を加えると、現在約80万人のス

ーダン難民が存在していることになる。

現在、国連・各国政府、そしてNGOが

対スーダン人道支援の実施に向けて奔走

している注2が、必要とされる支援に十分

追いつけていないのが現状である。

スーダンとカクマ難民キャンプ
スーダンは近隣9か国と陸続きの国境

を接しており、難民となった多くの人た

ちは主にそれらの国に流入している。

我々ワールド・ビジョン・ジャパンが

UNHCRとの事業を行っているケニア北

西部、スーダンとの国境から百数十キロ

に位置するカクマ難民キャンプにも、約

6万1000人のスーダン難民注3が避難生活

を送っており、今なお新規の難民流入が

続いている注4。

ワールド・ビジョンの活動
カクマは年間降水量数十ミリの砂漠地

帯に位置し、日中の気温が年間を通して

40度近くにまで上昇する非常に厳しい

自然環境の中に設立されている。このた

め、強烈な日差しを避ける住環境、また、

人の出入りが比較的自由なキャンプであ

るため、わずかな持ち物と安全を守るこ

とのできる住環境は生存のための必須条

件なのである。

カクマ・キャンプにおいて、ワール

ド・ビジョン・ジャパンはUNHCRの委

託のもと、難民に対する簡易住居（シェ

ルター）の建設・提供事業を主に行って

いる。2000年にカクマ・キャンプで活

動を開始して以来、昨年までに4000棟

以上を新規建設、2000棟以上のシェル

ターの修復を通して、難民に対する人道

支援を行ってきた。

我々 はシェルター建設を始めるにあた

り、新しい建築方法を導入した。これは、

土と水をこねた泥をレンガ型（木枠）で

抜き天日で乾燥させて作った日干しレン

ガを1000個ほど積み上げて壁を作り、

その上に材木で屋根の骨組みをしたのち

屋根材として鉄板を葺
ふ

くという建築法で

ある。これは、泥塗りの壁に木の枝を組

み合わせて作られた旧来の単純なシェル

ター建築法とはまったく異なるものであ

った。これによって、シロアリや風雨によ

る浸食によって従来建築から半年ごとに

修復を必要としていたシェルターの寿命

を7～8年にまで延ばし、あわせて居住性

と安全性の向上を図ることにも成功し

た。

この新型シェルター建設には別の効用

もある。スーダン難民をはじめとするカ

クマ・キャンプで生活する難民の多く

は、キャンプ周辺住民であるトゥルカナ

族と同じくもともと遊牧を生活手段とし

ている。このため、彼らトゥルカナ族と

の利害が衝突しないよう難民による牧畜

は厳しく禁止されている。その結果とし

て、難民はキャンプ内では基本的に収入

の機会はなく、食糧など配布されるもの

以外は手に入れることができない。

しかし、シェルター建設用の日干しレ

ンガは誰にでも作ることができるため、

我々は難民のレンガ製造を奨励し、それ

を買い上げることで収入機会の創出を行

っている。

レンガ製造によって得られた収入によ

って難民たちは、支援の範囲内ではカバ

ーされないものを入手することが可能に

なっている。また対価を伴った労働機会

を提供することで、難民キャンプという

非常にストレスの多い環境の中で時折発

生する、若者の暴力沙汰などの事件を防

ぐこともできる。さらに、レンガ作りや

それを使った住居の建築は祖国に帰還し

た際にも活用できる技術であり、将来、

復興の第一歩である“元難民”の住居の

再建にも欠かせない技術を難民キャンプ

で身に付けることを可能にしている。

現在、スーダン政府と反政府組織との

包括的和平合意が間近に迫っていると言

われている。数え切れないほどの人たち

（その多くは一般市民）を巻き込んだア

フリカ最長の内戦は、どのような形で終

わるにせよ、カクマ・キャンプに流出し

た難民をはじめ、国内避難民など多くの

人たちが安心して帰還し、生活を再開で

きるものでなければならない。ワール

ド・ビジョンでは、これまでの難民キャ

ンプにおける支援にとどまらず、彼らが

無事祖国に帰還し、また安心して生活を

再開することができるよう、彼らに対す

る支援をこれからも継続して行っていく

予定である。

注1 隣国チャドに新たに約20万人が難民として流
出した。UNHCRでは、このうち約14万人を難
民キャンプに収容している。

注2 たとえば、WFP（世界食糧計画）では今年10
月までに合計120万人、12月までに合計200万
人に緊急の食糧支援が必要になるとしている。

注3 UNHCRによると、スーダン難民はカクマ・キ
ャンプにおいて人口の70%を占める（総人口
は約8万7000人）。

注4 昨2003年にカクマ・キャンプに新規流入した
スーダン難民は4614人にのぼる。

Partnership in Action

中央が筆者。カクマ難民キャンプにて

スーダン内戦と
難民支援
ワールド・ビジョン・ジャパン
プログラム・オフィサー
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ウガンダ 
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UNHCR事務所 

難民キャンプ 

国境 

カクマ難民キャンプ内に建設されたシェルターの様子。
写真提供：ワールド・ビジョン・ジャパン



ODA50周年と援助の理念

今から50年前の1954年、日本政府は、コ

ロンボ計画に加盟した。これにより研修員

の受け入れという日本の開発途上国に対す

る人造り援助が開始した。爾
じ

来半世紀を迎

えるが、なぜ日本は開発途上国に対して援

助をするのであろうか。

1992年のODA大綱は、ODAの理念を、

「人道」と「相互依存」と定義した。難民支

援活動は、被災し、飢餓・貧困・病に苦し

んでいる人々を支援することであり、それ

は「人道」に適ったことである。他方、援

助は、人道的観点のみからなされるのかと

言えば、そうではない。「南」の開発途上国

の開発・発展は「北」にとっても利益にな

ることであり、「南」の貧困状況を放置する

ことは、「北」を含む国際社会全体の平和と

繁栄に影響を及ぼす。したがって、「北」は

「南」との「相互依存関係」を認識し、自ら

の問題として援助を実施すべしということ

になる。小泉総理は、「情け（援助）は人の

ためならず」と言われたが、それはまさに

このことである。

それでは、2003年に改定されたODA大綱

の新味な点は何であろうか。一言で言えば、

ODAは、回り回って我が国の安全と繁栄の

確保、すなわち、我が国の国益に資するも

のであることを明確化したことにある。90

年代始めとは異なり、ODA予算は、厳しい

経済・財政事情の中、過去7年間で3割削減

されてきた現実がある。これ以上のODA予

算の削減は日本の国益を損なうという厳し

い認識の下、事態の打開には、納税者たる

国民各位の理解と支持の取り付けは必須で

ある。「人道」と「相互依存」という理念を、

よりわかりやすく国民の目線で言い直した

結果が新ODA大綱における理念の再定義だ

ったのである。

難民支援における日本の役割

世界全体における難民数は、92年のピー

ク時と比べ年々減少しており、アフガン暫

定政権誕生後のアフガン難民の大規模な帰

還、アフリカ各地での「平和の定着」によ

る難民の母国への帰還促進など全体として

の難民情勢には近年大きな改善が見られる。

わが国のUNHCRに対する拠出は、米国

に次いで世界第2位となっており、UNHCR

の活動に大きく貢献している。緒方貞子現

JICA理事長は、1991年から10年間、国連難

民高等弁務官を務められた。90年代を通じ

た人道分野におけるUNHCRの貢献は緒方

理事長のリーダーシップによるところ大で

あるが、同時に、その活躍が我々日本人一

人ひとりに勇気と鼓
こ

舞
ぶ

を与えてくれたと思

う。そして今日、我々は、UNHCR時代の

現場経験を踏まえ緒方理事長が提起されて

きた諸課題に答えるべく努力しているとこ

ろである。

緒方理事長が共同議長を務められた「人

間の安全保障委員会」は、2003年5月報告

書を発表。国家が人々の安全を十分に担保

できていないケースがあるとの現実を踏ま

え、紛争時より復興・開発にいたるあらゆ

る段階において、個人の保護と能力強化を

可能ならしめるような包括的な取り組みの

必要性を提唱している。昨年8月に改訂さ

れたODA大綱にも、紛争・災害や感染症な

ど、人間に対する直接的な脅威に対処する

ためには、グローバルな視点や地域・国レ

ベルの視点とともに個々の人間に着目した

「人間の安全保障」の視点で考えることが大

切であると明記されている。

難民問題の恒久的解決に向けて

緒方理事長がUNHCR時代から指摘して

きたもう一つの課題が、人道支援を行う際

の「ギャップ問題」である。紛争後、緊急

人道援助がフェーズ・アウトの段階を迎え

るにあたり、難民・国内避難民の帰還先に

おける円滑な復旧・復興支援が確保されな

ければ難民・避難民が再発生し、あるいは

紛争の再発にもつながりかねない。90年代、

緊急人道支援に続いて切れ目ない形で復興

支援が行われることはほとんどなかった。

そうした反省を踏まえ、「切れ目のない機動

的な支援」をモットーに我々は、緊急人道

支援と復興開発支援を連携させた具体的な

取り組みを実践してきている。UNHCRと

の協同の取組み事例としては、我が国の

「紛争予防・平和構築無償」を活用したアン

ゴラ帰還民の再定住支援や、アフガン帰還

民および国内避難民に対する再統合支援プ

ログラム（いわゆる「緒方イニシアティブ
注1
」）

などがある。

また、我が国は、庇護国の負担を軽減さ

せつつ、長期化した難民問題の解決を図る

との観点から、本国への自発的帰還より現

地定住がより現実的な選択肢となっている

庇護国においては、難民の現地定住と受入

地域の開発推進を結びつけた取り組みを実

施している。我が国が、本年2月に「人間

の安全保障基金」を通じて実施した「ザン

ビア・イニシアティブ
注2
」プログラムは、そ

の好例である。

なお、現地定住支援を進めるにあたって、

近年、UNHCRとJICAとの間で、年次協議、

人事交流、合同ミッション派遣等を通じた

協力・連携が進んでいるが、切れ目のない

人道・復興支援を確保する努力の一形態と

して高く評価されている。

緒方理事長の「現場」から物事を考え、

実践していくとのメッセージは着実に浸透

しつつある。今後も我が国は難民問題の恒

久的解決に向けて、UNHCRなど人道支援

組織を通じて努力を惜しまない所存である。

注1 緒方イニシアティブ－緒方貞子アフガニスタン
問題総理特別代表が提言した帰還民のいる地域
における包括的復興計画。諸機関が、互いに緊
密な連携を取り、共同で取り組む支援方式。
詳しくは外務省ホームページ
(http://www.mofa.go.jp)を参照。

注2 ザンビア･イニシアティブ－開発分野での難民
の潜在的な能力を生かすことによって、ザンビ
ア国内の難民の受け入れ社会における難民の統
合を促進し、同時に受け入れ社会の発展を図る
イニシアティブ。

（注の文責、編集部）
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2002年、20年に及んだ内戦に停戦合意が結ばれ、国内避
難民が故郷に帰り始めた。この村では帰還民たちが日本の
支援によって生活再建に取り組んでいる。
UNHCR/S. Nonaka

ODA50周年を
迎えて
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1 趣旨
我が国が昭和56（1981）年に難民認定

制度を創設して20年以上経過しました

が、近時における国際情勢の変化などに

伴い、我が国の難民認定制度を取り巻く

状況が大きく変化したことや、法務大臣

の私的懇談会である「出入国管理政策懇

談会」から同制度の見直しを求める報告

が提出されたことなどを踏まえ、より公

正な手続によって難民の適切かつ迅速な

庇護を図る観点から、今回の改正を行い

ました。

なお、今回の改正法に基づく難民認定

制度の見直しは、公布から1年以内で政

令で定める日（来年度の予定）から施行

されることとなっています。

2 概要
（1）申請期間の制限（いわゆる「60日ル

ール」）の撤廃

難民認定申請を上陸日または難民とな

る事由の発生を知った日からそれぞれ

60日以内に行わなければならないとい

う、いわゆる「60日ルール」について

は、今回の改正で廃止しました。

（2）仮滞在許可制度の創設

難民認定申請中の者が不法滞在者であ

る場合、その法的地位の安定化を図るた

め、仮滞在を許可する制度を創設するこ

ととし、仮滞在の許可を受けた者につい

ては退去強制手続を停止し、難民認定手

続を先行して行います（61条の2の4、

61条の2の6）。

仮滞在許可については、一定の退去強

制事由に該当すると疑うに足りる相当の

理由がある者、本邦に上陸した日から6

か月を経過した後に難民認定申請を行っ

た者、迫害のおそれのあった領域から直

接本邦に入っていない者または本邦に入

った後に刑法などに定める一定の罪を犯

して懲役若しくは禁錮に処せられた者な

どを除き、付与することとしています。

このような要件を設けたのは、不法滞在

者が難民認定申請を行ったことのみを理

由として仮滞在の許可を与えた場合、悪

質な犯罪者などにまで自由な活動を認め

ることとなって我が国の安全または公の

秩序に重大な影響を与えるばかりか、退

去強制手続を免れることを目的とした濫

用事案の増加を招き、結果として審査が

長期化するなど、本来の難民保護を阻害

するおそれがあるためです。

なお、「直接本邦に入った」とは、第

三国の庇護を受けることなく、迫害地か

ら本邦に直接的に逃れてきた状態をい

い、本邦に入国するために第三国を単に

通過したにすぎない場合や、第三国にお

いて予定された滞在期間及び現に滞在し

た期間が非常に短く、当該第三国から庇

護を与えられなかった場合などを含みま

す。

また、仮滞在許可を受けることができ

なかった難民認定申請者については、退

去強制手続は停止されないものの、申請

中は出身国などに送還されることはあり

ません。

（3）難民として認定された者などの法的

地位の安定化

難民と認定された者は、本邦に上陸し

た日から6か月を経過した後に難民認定

申請を行った者、迫害のおそれのあった

領域から直接本邦に入っていない者、一

定の退去強制事由に該当する者または本

邦に入った後に刑法などに定める一定の

罪を犯して懲役若しくは禁錮に処せられ

た者のいずれかに該当する場合を除き、

一律に「定住者」としての在留を認めら

れることになりました（61条の2の2）。

なお、これらの要件に合致しない者や難

民不認定となった者についても、難民認

定手続の中で在留を特別に許可すべきか

否かの審査を行い、判断することとして

います。

（4）不服申立制度の見直し

これまで、難民認定申請に対する一次

的な認定も、その不服申立てに対する決

定も、いずれも法務大臣が行っていまし

たが、手続の公正性・中立性を高める観

点から、第三者を不服申立ての審査手続

に関与させる難民審査参与員制度を設け

ることとしています。難民審査参与員に

ついては、難民認定手続においては難民

認定の基礎となる証拠が海外にあって収

集が難しく、限られた証拠を的確に評価

して適正な事実認定を実現すること、海

外情勢を審査・判断に正確に反映させる

こと、条約などを適切に解釈することな

どが必要であることから、人格が高潔で

あって、公正な判断をすることができ、

かつ、法律または国際情勢に関する学識

経験を有する者の中から、法務大臣が任

命します（61条2の10）。

難民審査参与員は、異議申立人などの

意見陳述に立ち会い、自ら審尋を行うこ

ともでき、意見の提出を受けた法務大臣

は、当該意見を尊重しつつ不服申立に対

する決定を行います。例えば、法務大臣

が申立てを却下・棄却する場合にはその

理由とともに、難民審査参与員の意見の

要旨も併せて明らかにすることとなって

います（61条2の9）。

おわりに
法務省としては、今後とも政治的迫害

などから逃れ庇護を求める者を、迅速か

つ確実に難民として認定し、保護すると

いう姿勢で臨むこととしています。

法務省入国管理局 参事官

沖
おき

貴
き

文
ふみ

難民認定制度の見直しについて
─ 出入国管理及び難民認定法の一部を改正する法律
（平成16年6月2日法律第73号）



去る2004年5月27日、第159回衆議院

本会議において、「出入国管理及び難民

認定法」（以下入管難民法）の改正案が成

立し、6月2日に同法が公布されました。

施行は来年度の予定とされています。1982

年に日本の難民認定制度が整備されて以

来、初の抜本的な改正であり、今の時代

により即した制度への大きな一歩となり

ました。また、同改正にあたって先に参

議院で採択された附帯決議では、入管難

民法の運用や解釈に当たっては「国連難

民高等弁務官事務所の解釈や勧告等を十

分尊重すること」とされ、日本の難民保

護における政府とUNHCRの協力関係の

重要性が改めて確認されました。

（1）申請期間の制限（60日ル
ール）の撤廃

今回の改正によって、難民申請を行う

上での申請期間の制限は撤廃されまし

た。これは公正な庇護手続きの国際的基

準にのっとったものであり、UNHCRは

高く評価しています。

（2）仮滞在許可制度の創設
非正規に滞在している難民申請者で

も、一定の条件の下で仮滞在が許可され

るようになったことをUNHCRは歓迎し

ています。仮滞在が認められれば、申請

期間中は収容されなくなるからです。

しかし、仮滞在許可が与えられる条件

は厳しく、たとえば仮滞在は、日本に上

陸した日(来日してから難民となる事態

が生じた場合は、その事実を知った日）

から6か月以内に難民認定申請をしてい

ないと許可されません。庇護希望者は、

トラウマ（心的外傷）や言語の問題、難

民申請制度についての知識の欠如、本国

での体験からくる政府関係者に対する不

信感など、様々な事情を抱えており、必

ずしも一定の期間内に申請ができるわけ

ではありません。この点について、改正

法では、6か月以内に申請していなくて

も、「やむを得ない事情」がある場合に

は例外的に仮滞在が許可されるとしてい

ますが、この「事情」の定義づけはされ

ていません。このような例外的処置が、

庇護希望者の置かれた特殊な状況に合わ

せて運用されるよう望まれます。

さらに、仮滞在が不許可になった場合

も、既存の仮放免制度の基準が明確化さ

れたうえでの柔軟な適用が期待されま

す。なお、仮滞在許可の条件の一つであ

る迫害の「おそれのあった領域から直接」

来日したという規定については、第三国

に滞在した期間が非常に短く、そこでは

庇護を与えられなかった場合でも「直接」

入国したとみなすという、国際的な基準

に沿った解釈が法務省から発表されてお

り、これをUNHCRは注視していきたい

と考えています。

（3）難民として認定された人
への定住者の在留資格
取得の自動的な許可

これにより、認定された難民の日本に

おける定住がより促進されるとUNHCR

は評価しています。しかし、この定住者

資格取得の自動的な許可にもまた、①6

か月以内に難民認定申請をしたこと、②

迫害のおそれのあった領域から直接、来

日したことなどという条件が課されてい

ます。

合法的な滞在の資格なしには、難民条

約で謳
うた

われている労働の権利や、公的保

険を受ける権利などが制限されてしまい

ます。改正法では定住者の在留資格の取

得が自動的に許可されない場合でも、在

留が特別に許可されることがある旨、規

定されていますが、UNHCRは、上記の

条件を満たさない場合でも、認定された

人にはすべて安定した在留資格が与えら

れるように求めます。

（4）難民審査参与員制度
異議申し立てに第三者である難民審査

参与員が関わる制度が導入され、手続き

の客観性と透明性が高まることとなりま

した。しかし、国際的基準に基づけば、

異議申し立ては第一次申請の決定機関か

ら独立した機関が扱うべきであり、全過

程が法務省の管轄下にとどまり、最終決

定権が法務大臣にある以上、今回の改正

は十分とはいえません。また、UNHCR

は異議申し立て件数を扱えるに十分な数

の難民参与員が確保され、その意見が十

分に尊重されるよう、体制の整備がされ

るべきだと考えています。UNHCRは、

衆議院において採択された附帯決議にも

勧告されているように、参与員に適切な

人材を推薦するなど、新制度の運営には

積極的に関わっていきたいと考えていま

す。

UNHCRは、今回の法改正により、日

本で保護を求める一部の庇護希望者を取

り巻く状況が改善されることを歓迎して

います。各国における難民条約適用の監

督を任された国際機関としてUNHCR

は、今後も改正入管難民法を通して日本

の難民保護制度がさらに充実してゆくよ

う協力していきたいと考えています注。

注：UNHCRの見解について、詳しくは「出入国管理
および難民認定法改正案についての見解」を参
照（http://www.unhcr.or.jp）。
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民が押し寄せるような一種の極限状態に

おいても、こうしたガイドラインにした

がって、それを達成するための大変な努

力が払われていることを知りました。ま

た、人間が人間としての最低限の尊厳を

保つためにこうしたガイドラインが作ら

れていることは、困難な状況の中から立

ち上がろうとする難民の方々の「人間の

安全保障」を確保するための第一歩であ

ると確信しました。

なお、人間の安全保障基金では、本年

2月にUNHCRが実施する「ザンビア・

イニシアティブ」プロジェクトへの支援

を決定しました。これはアンゴラをはじ

めとする周辺国から約15万人の難民を

受け入れているザンビア西部州におい

て、難民を灌
かん

漑
がい

・農業事業に参画させる

ことにより、難民が受け入れ国のコミュ

ニティに貢献しうる一員となるために支

援する活動です。このプロジェクトに見

られるように、難民の方々に対する支援

は「人間の安全保障」にとって引き続き

重要な分野になっていくと考えます。

UNHCRやeCentreの活動を通じて

「人間の安全保障」の考えが今後も推進

されていくことを期待しています。
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eセンターから e Centre

に人々の能力を高めていこうとする考え

方です。そして「人間の安全保障基金」

は、こうした考えを実践するために国連

システムの国際機関が世界各地で実施す

るプロジェクトを支援する基金です。

こうした職務の関係上、モンゴルで開

催されるワークショップに参加するにあ

たっては、eCentreの具体的な活動に

「人間の安全保障」の考えがどのように

反映されているのかという点について特

に注目しました。ワークショップでは、

まず、人道支援の概念、人道支援活動の

実施根拠（国際法、国内法）に関する講

義を聴講した後、仮想の国で難民が大量

発生した状況の下で難民支援活動を実施

するというロールプレイングに全員が参

加するという実践的な応用演習が行われ

ました。

こうした一連の訓練の中で、私が最も

感心させられたのは、難民が発生した緊

急事態での対応ガイドラインがUNHCR

により、きめ細かく作られていたことで

した。たとえば、難民キャンプの設営に

際して、設営地の選定、テントなどの仮

設住居や仮設トイレの設置、排水溝や井

戸の掘削、飲料水の供給などについてこ

と細かく基準が設定さ

れていました。この他、

キャンプにおける食糧

の配給についても適正

なカロリー値、栄養素

のバランスなどが定め

られていました。

実際の難民キャンプ

の立ち上げ作業を経験

したことのない私自身

は、もしかしたら緊急

人道支援活動は拙速に

行われているのではな

いかと想像しておりま

した。実際は、大量難

UNHCR/H. J. Davies

私は6月7日から11日までモンゴルの

首都ウランバートル市郊外で開催された

eCentre（eセンター）が主催する「緊

急事態対応基礎ワークショップ」に参加

する機会をいただきました。

「eCentre」とは、正式には「アジ

ア・太平洋地域国際人道支援センター」

といわれ、日本が国連に設立した「人間

の安全保障基金」からの支援を受けて、

UNHCRが2000年に創設した人道援助活

動のための訓練センターです。UNHCR

が長年蓄積してきた緊急人道事態への対

応と人材訓練に関するノウハウをワーク

ショップやインターネットを通じて伝え

ています。

私が今回参加したワークショップに

は、日本、モンゴル、中国、タイ、韓国、

ロシアの国々の政府、NGO、国際機関

の職員など35名が集まり、5日間、朝か

ら夕方までこうしたノウハウについてみ

っちり学ばせていただきました。

私は外務省で「人間の安全保障」とい

う日本の外交政策の柱の一つとされてい

る理念と、この理念を実現するために日

本政府が国連に設立した前述の「人間の

安全保障基金」を担当しています。「人間

の安全保障」とは国際社会のグローバル

化を受けて発生した、個人の生存や安全

に影響を及ぼしうる様々な脅威（地域紛

争、感染症、難民・国内避難民の問題など）

が国家を単位とする伝統的な安全保障シ

ステムだけで対処することが困難になっ

てきたことから、人間一人ひとりをそう

した脅威から保護するとともに、自らの

力で脅威から身を守ることができるよう

外務省　国際社会協力部　政策課

山
やま

田
だ

潤
じゅん

モンゴルでの
ワークショップに参加して

緊急事態が起こり難民が発生。この事態にいかに対応するかを学ぶためのシミュレ
ーションに参加する筆者。 UNHCR/eCentre
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2004年6月末、約700人のソマリア難民

が帰還し、80年代は世界最大であったエ

チオピアのハルチシェイク・キャンプが

ついに閉鎖されました。そのニュースを

ジュネーブ本部の速報掲示で目にした時、

いろいろな光景が頭の中をよぎりました。

最初に帰還を実現した7年前、上司や仲間

と喜んだこと、砂漠地帯で粉塵が凄
すご

かっ

たことなどです。私はエチオピア東部の

州都ジジガで96年から2年半ほど勤務し

ました。何よりも苦労したのは、ソマリ

ア難民が世界から忘れられ、援助資金が

足りなかったこと。帰還の援助も、旱
かん

魃
ばつ

の間の水の緊急援助も、治安が悪くて困

難でした。その上、「治安が悪いから援助

金が集まりにくいのだ」と言われる、そ

こに実際住んで働いていた私はひどく憤

慨したものです。

私は子どもの頃から外国に興味があり

ましたが、縁がなくて日本で生まれ育ち、

兵庫県の自宅から一番近い中学と高校

（小林聖心女子学院）、そして大学（関西

学院大学法学部）に通い、大阪の企業

（当時、鐘紡株式会社国際部）に就職しま

した。お見合いの話も実はあったのです。

そんなある日、地下鉄で通勤中、“青年

海外協力隊員募集中”との広告が目の前

にあり、説明会がすぐ隣の駅だったので

行ってみました。隊員になれたらいいな

なった恐ろしい日でした。

当然ですが何よりも治安が重要です。

治安次第で、ある期間、職員が直接現場

で活動できないという事は時々あります。

しかし、工夫して活動を継続し、難民や

現地の人の心の支えとなり、将来への希

望をつなげる事も大切です。UNHCRは

今、イランなど周辺国でどうしても帰国

したいというイラク難民の家族に支援を

しています。イラク国内では政府難民局

と連携して復興計画の一部を立てたり、

帰還民の家の再建用の資材を提供したり、

今後予想される土地や住宅の所有権問題

や国籍問題などに対処できるよう現地の

職員や協力団体の訓練を行っています。

さらに、イラク国内のパレスチナ難民な

どに対して、難民キャンプの整備をはじ

めとする支援活動を続けています。現地

の治安が悪いため計画通りに進まない事

が多く、ストレスもたまりますが、でき

ることから責任を持ってしておくように

しています。それで将来の結果が大きく

違ってくるからです。9.11以後の世界、

大きく揺れる世論に左右されることなく、

小規模でも本当に大切な事を続けてゆく

ことがチャレンジだと思っています。

将来UNHCRなど、国連機関で働きた

いと思っている若い方には、まず実際に

途上国で働いたり暮らしてみて、国連や

難民関係の仕事の良いところも悪いとこ

ろもある程度納得してから職員になる方

が良いと思います。基本的な学問や語学

力は必須ですが、それに加えて幅広い趣

味や知識、日本での職務経験、新しい発

想、説得力などが国際的にも競争社会で

役立つように感じます。仕事でも生活で

も比較的未知なことや冒険が多いので、

そんなことが素直に好きかどうかもとて

も大切だと思います。

注：JPO－各国政府が給与などを負担して、国連職員
をめざす35歳以下の若者に国際機関での職務経験
を提供するというもの。日本では、外務省国際機
関人事センターがこの事業を実施。

私とUNHCR
UNHCRジュネーブ本部
中央アジア・南西アジア・北アフリカ・中東局
イラク支援上級デスク担当

織
お

田
だ

靖
やす

子
こ

スタッフプロフィール

とは思いつつもどうせ受かるはずはない

と全く期待していませんでした。ところ

が数か月後、秘書隊員に合格し、アフリ

カのマラウイに派遣が決まりました。25

歳で初めての一人暮らしと海外生活。は

るか彼方のアフリカ大陸が楽しみでした。

マラウイでは隣国モザンビークから100

万人もの難民が流入し、私はマラウイ政

府職員として大統領府、食糧援助部で食

糧の在庫管理と難民登録を担当しました。

今思えば、偶然にも、難民の受け入れ国

政府側の立場を経験したのはとても良い

ことでした。赴任直後に難民関係の国際

会議があり、そこ

で初めてUNHCR、

WFP(世界食糧計

画)、ユニセフ、

赤十字などの機関

と出会いました。

隊員としての任

期が終わる頃、多

国籍チームで動く

国連に魅力を感じ

て、UNV（国連ボ

ランティア）の緊

急派遣で91年、湾岸戦争直後イラクの

WFP事務所に、その後イギリスで国際開

発学の修士号を取得。92年にJPO注として

UNHCRのザンビア事務所に派遣され、

次の任地モザンビークでは念願のフィー

ルド担当官になり、前述したエチオピア、

バルカン半島を経て、ジュネーブ本部の

資金調達部、去年からは同本部のイラク

支援班に勤務しています。

去年8月のイラクのバグダッド国連本部

を狙ったテロ事件後、UNHCRも他の国

連機関と同様に外国人職員を一時引き上

げ、隣国ヨルダンとクウェートに拠点を

移しました。あの爆破事件の当日まで、

イラク難民の帰還と戦後復興の大きな援

助活動の準備に忙しい毎日で、その日は

偶然、バグダッドのUNHCR職員とメー

ルのつながりをチェックして

いました。同僚は事務所のメ

ールの調子が悪く書類が送れ

ない、少し離れた所にある国

連本部のインターネットを使

って送ろうかと書いてきまし

た。私はそんなに急がないの

で今度でいいよと返事をしま

した。もし、あの日同僚が本

部に行っていたらどうなって

いただろうとぞっとします。

大勢の素晴らしい方々が亡く

第10回

右端が筆者。マケドニア北部で帰還民の家族とともに。左端はアシスタン
トであった現地職員。 写真提供：筆者

ヨルダンの首都アンマンのUNHCRの事務所で同僚と
ともに。 写真提供：筆者



もう故郷は安全か？
ルワンダのジェノサイド（民族大量虐殺）から10年たった今
一部の難民たちは帰還できることを初めて知った。

2004年1月4日。アントワー

ヌ・ブテラ（56歳）の胸に、そ

の日は深く刻まれている。ル

ワンダで起きたジェノサイド

の大混乱と殺りくを逃れて7年

以上がたったこの日、故郷は

安全になり、長く音信が途絶

えていた家族を探しに帰って

も大丈夫だという知らせが、

ブテラの元にも届いたのだ。

大工だったブテラだが、コ

ンゴ川流域に広がる熱帯雨林

の奥深くで、何年も雑役夫と

して孤独な生活を送ってい

た。ごく近くの村で起きたこ

とを除けば、文字通りどんな

情報からも切り離された生活

を送っていたため、故郷では

まだ大虐殺が続いていると怯えていたのだ。

ところが今年に入り、ブテラは国連の運営するラジオ局、

ラジオ・オカピーが、ルワンダ情勢の大きな変化を報じてい

ると隣人から聞いた。

「そのとき初めて平和になったのだと知りました」と、髪に

も髭にも白いものが目立つようになったブテラは、避難生活

を終えて故郷まで行くトラックを辛抱強く待ちながら語っ

た。「とても嬉しかった。故郷への道を示してくださいと神

に祈りました」。1996年に彼がルワンダを離れた時、故郷に

残った妻と9人の子どもたちの「生死さえもわからない」。帰

って家族を探したいと言う。

ルワンダではジェノサイドがピークに達した1994年に230

万人以上が避難。その後数年間、政治的・軍事的に不穏な情

勢が続いたため、さらに何万人もが故郷から逃れた。そのほ

とんどは1996年までに帰還したが、依然として6～8万人が近

隣諸国に散らばったままだ。多くは既存の難民キャンプで生

活しており、地元当局の許可を受けて2005年末までに帰還す

る見通しだ。

雨林の中の生き残りたち

だが、もっとも辛い経験をしてきたのは、広大な隣国コン

ゴ民主共和国（以下、コンゴと略）の奥地に姿を消したブテ

ラのような「熱帯雨林の生き残りたち」だろう。彼らは第二次
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From
“Refugees”
Magazine
英語版「Refugees」誌は、UNHCR
ジュネーブ本部広報課が発行する
季刊誌（変形A4版・32ページ）です。
お読みになりたい方はホームページ
（www.unhcr.ch）をご覧下さい。

「難民」
誌から 大戦終結から数十年もたってフィリピンのジャングルから這

い出て来た元日本兵のように、突然思いがけず木々の間から

姿を現さない限り、その存在は忘れられるにちがいない。

彼らはみな似たような背景をもつ。1990年代に故郷の町や

村を離れて恐怖に怯えながら森に逃げ込み、何年も不安の中

で生き、ほとんど世界からも隔絶した生活を送っていた。た

とえルワンダに平和が戻ったと聞いても、ジェノサイドの片

棒を担いだと非難されることを恐れて、帰国を何年もためら

い続けてきた。

現在ルワンダに帰還している人たちの多くは、当初コンゴ

側の国境沿いにあるキャンプに避難していた。しかしインテ

ラハムウェ（フツ系民兵組織）とその支持者への報復をもく

ろむルワンダ軍ら武装勢力に追われ、1996年にコンゴ川流域

の密林に入った。アフリカ中央部を追われている間、何千人

もの人々が人知れず殺されたり、疲労や病気のために死んだ

りしていった。なかには何か月もかけて数千キロを歩き回り、

アフリカ大陸を西へ横断し、とうとう大西洋までたどり着い

た者もいる。しかしほとんどは奥地に定住し、女性はそこで

子どもを産んだ。住居を与え、レイプから守ってくれる地元

のコンゴ男性と結婚した女性もいる。多くの難民は近くの村

の短期労働者となり、森に小枝や葉で小屋をつくり、木の実

や果実を食べて生活した。このような生活がルワンダでの情

勢の変化が伝わるまで続いた。

人道危機の終わり

史上まれにみる悲劇的で複雑なこの人道危機に完全に終止

符を打つべく、UNHCRは最近広報キャンペーンを開始し、

ルワンダ難民に森から出てくるよう促している。ラジオ・オ

カピーも同様のメッセージを流しており、ブテラらルワンダ

「Refugees」誌　通巻135号より

キティ・マッキンジー著
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人の一部に明らかに影響を与えている。しかし推定1万7000

～3万人にのぼるインテラハムウェの中核メンバーとその支

持者が、これに応じる可能性は低い。

UNHCRが危険な奥地の周辺に設置した数か所のセンター

には、森から出てきた避難民が毎週700～800人やってくる。

そのほとんどが女性と子どもだ。子どもたちの多くは避難先

で生まれ、まだ「故郷」を見たことがない。彼らは名前を登

録し、当面必要な援助物資を受け取り、列車でルワンダ国内

の中継センターに移動し、そこから故郷の町や村へと帰って

いく。

ただし、かつてルワンダ軍やインテラハムウェの兵士だっ

た人々は、他の難民とは別に、数週間、再教育キャンプで新

生ルワンダのルールを学ぶ。このプログラムでは、ツチ系と

フツ系といった民族性、そして民族間の激しい敵対意識は過

去のものになったことを強調する。

コンゴの町ブカブで帰還民の健康診断を担当する看護師の

ブリジット・バンピルによると、女性と子どもたちの身体には

厳しい生活の痕跡が残っており、マラリアや呼吸器系の感染

症、皮膚病、性感染症、さらにはエイズにかかっているという。

故郷に帰ってからも新たな困難が待っている。ルワンダは

アフリカでもっとも人口密度が高く、世界最貧国の一つだ。

人口の90％は農作物で生活しているが、十分というわけでは

ない。現在も住居を必要とする人は何万人にものぼる。また、

外国で生まれた子どもたちは、故郷で使われているキニヤル

ワンダ語ではなくスワヒリ語を話すことが多い。

小さな奇跡

ジェノサイドは、今も人々の生活に暗い影を落としている。

フツ系のセバスチャン・マジムパカ（32歳）は、ツチ系とフ
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ツ系が混在するルワンダ南西部の村ブレメラに帰ってくるま

で「ルワンダに帰ったら刑務所に入れられると聞かされたの

で、密林にいたのです」と語る。

「隣近所とはうまくいっています」と言うのは、ツチ系の

ロレンス・ムウィテンデだ。「でも他にも困難があります。

たとえば食べ物を手に入れるだけでも大変です」。農作業で1

日に、米ドル相当額で34～50セントを稼げることもあるが、

彼女はそれで4人の子どもを養わなくてはならない。近所の

家のマニオカの葉しか食べ物がないことも少なくない。もう

一人いた子どもは、貧しくて医者に診せられなかったため死

んだ。

ルワンダ・コンゴ国境に話を戻そう、アントワーヌ・ブテ

ラがちょうど国境を越えていた。1994年に避難した時は、こ

の倒れそうな検問所とルジジ川にかかる軍事橋は、大虐殺を

逃れようとパニックを起こした何万人もの難民でいっぱいだ

った。

しかし今回、小さな帰還民の集団は混乱も遅れも一切なく、

1時間もしないうちに通過することができた。UNHCRのコン

ボイ（トラック輸送隊）が目的地に到着すると、ブテラの年

老いたおばがびっくりするような知らせを持って待ってい

た。「おばが一体どれくらい長い間、コンボイが到着するた

びに私を探しにきていたのか分かりません。でも、今日、こ

うして私を出迎えてくれた。」そしてブテラは続けた。「私の

家族はみな生きていて、キガリに住んでいることがわかりま

した。9人の子どもたちと母親、10人全員が生きていたんで

す！」

ルワンダで起きた大惨事と大混乱を考えると、家族全員が

生きていたという事実は、まさに小さな奇跡といえるだろう。
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数年にわたる避難生活の後、今年の初めに帰還してきた難民。右の女性はコンゴから、左はウガンダから帰還した。
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難民約21万人を受け入れているアフ

リカ南部最大の受け入れ国ザンビアで、

メヘバ難民キャンプを訪ねた。首都ルサ

カの北西約400キロのメヘバ・キャンプ

には、アンゴラ、コンゴ民主共和国、ル

ワンダ、ブルンジなど周辺国を逃れた難

民約3万人が暮らす。訪れたのは「世界

難民の日（6月20日）」、今年のテーマは

「故郷と呼べる地」だった。難民たちの

故郷への思いは強く深かった。

「ダンダダン、ダ、ダ、ダ、ダン」。

太い木の幹をくり抜き、牛の皮を張った

「インゴマ」と呼ばれる太鼓のリズムが

周囲に響く。ブルンジ難民たちが白、緑、

赤を基調にしたカラフルな衣装を身につ

け踊っていた。難民の日の記念イベント

の一つとして、ブルンジの伝統的なダン

スが披露された。

リズミカルなダンスに合わせ、ブルン

ジ難民たちは、キャンプに住む住民がエ

イズで倒れるまでを寸劇に仕立てて演じ

た。難民コミュニティーにも迫っている

HIV・エイズの脅威を訴えるパフォーマ

ンスだった。戦乱を逃れて平和なザンビ

アに来た難民たちだが、戦争に加え、エ

イズ渦にも直面している。

このグループのまん中で、ジュリアス

君（15歳）が太鼓をたたいた。ジュリアス

君も戦乱をかいくぐってザンビアにたど

りついたブルンジ難民の一人だ。ブルン

ジから逃げる途中、川を渡ろうとした際、

父親は銃弾で撃たれた。母親も亡くなっ

た。離れ離れとなった他の家族の消息は

分からないまま、一人ぼっちになった。

ジュリアス君は今、身寄りがいない同

じ境遇のルワンダ難民の少年2人ととも

に、3人だけで暮らす。UNHCRやNGO

の支援を受けメヘバ高校に通っている

が、生活は厳しい。週に2回は「ピー

ス・ワーク」と呼ばれる奉仕活動に加わ

り、食糧や生活必需品を受け取る。

家族のいない3人にとって、自分の将

来を切り拓く礎は教育しかない。ブルン

ジの公用語はフランス語、ザンビアで苦

労して英語を覚えた。ジュリアス君は英

語で記者の質問に応え「ここで高校を卒

業したい」と訴えた。そして、「ブルン

ジはとても大切な場所。でも、今帰って

も自分は一人。親類もいない」と語った。

ジュリアス君ら10代の少年の前に厳し

い現実が立ちはだかる。少年の笑顔だけ

が救いだった。

同じ日に、アンゴラ難民の帰還準備も

始まっていた。毎週1回500～700人の難

民が何台ものバスに分乗して、祖国アン

ゴラに向かう。

「ようやく、アンゴラに帰れる」。夢に

まで見た帰還を目前に、どの顔も希望に

満ちあふれていた。帰還は火曜日だが、

出発準備が始まった2日前の日曜日には

メヘバの入口近くにある出発センター

は、もう300人を超えるアンゴラ難民が集

まっていた。生活物資を詰め込んだ大き

な荷物の山ができ、活気に包まれていた。

メヘバ・キャンプは1971年に開設さ

れ、面積が820平方キロもある「難民の

町」だ。この日、帰還準備に集まったの

は、メヘバに来てから数年程度の比較的

新しい難民が多かった。

92年から12年間、メヘバで暮らした

ジャクソン・チャイラさん（25歳）の

一家3人も出発の手続きをしていた。妻

チャリットさん（19歳）、生後8か月の長

女フェリアちゃんと一緒にいたチャイラ

さんは「この日を待ち焦がれていた。生

活は苦しく、大変だった」と振り返った。

帰還する人々には、厳しい現実が待ち

受ける。メヘバにとどまる別のアンゴラ

難民は「まだ帰還を考えられる状況では

ない」と小さな声で打ち明けた。「内戦

は終わったとはいえ、アンゴラには移動

の自由はない。民主主義が定着したわけ

でないからだ」。帰還しても元の生活拠

点に戻れるとは限らず、メヘバでの生活

が長いほど不安がよぎるという。

しばらくはメヘバにとどまることを決

めた難民たちは、故郷に対する深い思い

入れ、すぐに帰れない複雑な思いを口々

に訴えた。「故郷と呼べる地」をめざす

人々をどう支えるのか、難民支援は新し

い局面を迎えつつある。逃げてきた元の

国に帰還できる場合にも、第三国に定住

する場合にも、どうやって平和な暮らし

を取り戻し、安定につなげていくのか。

生活支援、復興支援に対するニーズはま

すます高まり、国際社会から多面的な支

援が求められている、と実感した。

衛星携帯で電話する筆者。難民の子どもたちが珍しそうに集まってきた、
メヘバ難民キャンプの出発センターで 撮影：梅村直承（毎日新聞）

祖国アンゴラに続く道で帰還を待ち望むチャイラさん一家。
フェリアちゃんは「さよなら」というように手を振った、メヘ
バ難民キャンプで 撮影：梅村直承（毎日新聞）

毎日新聞　大阪本社　社会部
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故郷への思い深く
メヘバ難民キャンプを訪ねて

世界難民の日のイベントで、太鼓演奏を披露するブルンジ
難民のジュリアス君　撮影：梅村直承（毎日新聞）
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世界の人々が世界全体の平和

と安全を願い、その実現のため

に数々の努力が続けられている

にもかかわらず、現在も、地球

上には2000万人以上ともいわれ

る難民や国内避難民の方々がお

られます。彼らは、内戦等によ

る戦禍や迫害を逃れるためにや

むを得ず愛する祖国や住み慣れ

た土地を離れて厳しい生活を強いられた方々です。そして、

このような人道危機において最も大きな犠牲を強いられる

のは、常に女性や子どもを始めとする社会的弱者です。こ

のような弱い立場にある人々を保護し、支援し、そして自

立できるようにエンパワーしていくことは、国際社会が一

致して取り組むべき重要な人道上の課題です。日本政府も、

市民社会と協力しながら、国連難民高等弁務官事務所

（UNHCR）を始めとする国際人道支援機関等を通じ、積極

的な支援をしてきています。

急速に進むグローバル化の中で地域紛争や内戦等が未だ

に後を絶たない今日の世界において、国家が個人の安全を

必ずしも十分に保障することができないケースが数多く発

生しています。このような状況の中で、人間一人ひとりを

尊厳ある存在として尊重し、個々人の保護と能力強化を通

じた社会づくりを目指そうという「人間の安全保障」の観

点が、これまでにも増して重要になっています。人間には、

一人ひとり顔があり、名前があり、そして尊厳があります。

それは難民の方々であっても同じことです。日本政府は、

個人を人間として尊重するというこの「人間の安全保障」

の理念の国際的な普及と現場での実現のために、最大限の

努力をしています。

しかしながら、難民問題を巡る状況には暗いニュースば

かりがあるわけではありません。近年、アフリカの多くの

国々では、平和の定着が進み、多くの難民の方々が母国に

帰還する動きがみられます。また、アフガニスタンでも、

ここ数年で数百万人もの難民の方々が母国に帰還し、社会

復帰と定着のための努力が続いています。いつの日か世界

に「難民」という言葉が無くなる日が来ることも全くの夢

ではないと思います。6月20日は、国際連合が定める「世

界難民の日」です。この機会を、皆様一人ひとりが難民問

題をより身近なものとして捉え、問題の解決のために何が

できるのかについて考える契機として頂ければ幸いです。

平成16年6月20日

外務大臣　川口　順子

6月20日は国連総会で定められた「世界難民の日」です。

今年もこの日にちなみUNHCR（国連難民高等弁務官）駐

日地域事務所は、6月18日（金）～7月14日（水）まで東京渋

谷のUNハウス（国連大学ビル）UNギャラリーにて「世界

難民の日」写真展（後援：外務省、協力：写真家、沼田早

苗氏、オリンパス株式会社、日本国連HCR協会、展示参

加：シャンティ国際ボランティア会、ジェン、難民を助け

る会、反差別国際運動、ブリッジ エーシア ジャパン）を

開催しました。

初日6月18日の写真展開催記念イベントには、約140名が

参加し満員に。外務省国際社会協力部、石川薫部長の来賓

挨拶に続き、UNHCR駐日地域副代表が視察したアフリカ、

チャドにおけるスーダン難民の緊急援助の様子を、さらに

アフガニスタン事務所の元フィールド担当官がアフガニス

タンの現状を報告。そして、タイのミャンマー難民キャン

プを訪れた感想を写真家の沼田早苗氏と宮崎京氏（2003ミ

ス・ユニバース®ジャパン）が語り、参加者は熱心に耳を傾

けました。この様子は、新聞や雑誌、テレビにもとりあげ

られました。国連大学ビルでの写真展はこの日から約1か月

間開催され、計2100名が来場されました。

一方、パリナック（PARinAC）NGO合同協議会と共同

で行った講師派遣は、北は宮城県から西は広島県まで、全

国12団体からの依頼があり、NGO諸団体（アドラ・ジャパ

ン、RI-Japan、シャンティ国際ボランティア会、ジェン、

難民を助ける会、難民事業本部、ワールド・ビジョン・

ジャパン）と日本国連HCR協会、そしてUNHCRが難民問

題や人道援助について、計約1300名の方に話しました。

6月20日（日）には、東京・調布市で日本に在住してい

る難民や庇護申請者、日本人サポーターなどが参加した

フットサル大会（フットサル大会実行委員会主催）が開か

れた他、大学やNGO、自治体、青少年団体、宗教団体など

によって難民の写真展をはじめ街頭募金など様々な活動が

行われました。このように「世界難民の日」にちなんだ多

くの催しが開かれ、多くの人々に世界の難民について考え

ていただく機会とな

りました。

来年の「世界難民

の日」には皆様も一

緒に世界の難民の日

に思いを寄せ、「何

ができるか」を考え

てみませんか。

Information

「世界難民の日」に
よせて

2004年
「世界難民の日（6月20日）」
安全で尊厳のある生活を
再建できる故郷と呼べる地
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帰還した。その大多数はパキスタンやイランで
暮らしていたアフガン難民である。「アフガン
難民のここ数年にわたる母国への帰還には目を
みはるものがあり、これは、継続的な国際社会
の関心に支えられたUNHCRとこの地域の協力
団体の支援の成果である。この影響は、多くの
アフガン庇護希望者がめざした遠く離れたヨー
ロッパでも同様に見られた。しかし難民が帰還
していく他の国々では、帰還から再定住、復興、
そして長期的な再建の過程で、これからも継続
的な国際支援と投資を必要としている。そして、
この難民の帰還が続けば、私たちは難民が故郷
に戻り再定住できることを確認できるだろう」
と高等弁務官は語る。この他、たとえばイラク
やリベリアへの自主帰還をUNHCRはまだ促進
してはいないが、帰還を希望する人々も多い。

■新たに難民を生み出した6か国
（1万5000人未満は含まない）
漓スーダン＊……………………………………………11万2000人
滷リベリア…………………………………………………8万7000人
澆中央アフリカ共和国 …………………………3万3000人
潺コンゴ民主共和国…………………………………………3万人
潸コートジボワール………………………………2万2000人
澁ソマリア…………………………………………………1万5000人

＊ダルフール地方での民兵集団による攻撃からチャ
ドに逃れた難民が含まれるが、2004年8月現在で
約15万人（詳しくは、p.3-4を参照）。

■新規の庇護・難民申請数（出身国別）
上位9か国
計約80万7000件の申請が141か国で提出され
た。
漓ロシア連邦……………………………………………3万8900件
滷中国…………………………………………………………3万7100件
澆セルビア・モンテネグロ…………………3万6700件
潺コンゴ民主共和国………………………………3万5800件
潸トルコ ……………………………………………………3万3800件
澁イラク ……………………………………………………3万2100件
澀コロンビア……………………………………………2万9400件
潯アフガニスタン……………………………………2万2400件
潛ナイジェリア ………………………………………2万1300件
庇護希望者、約15万に難民の地位が与えられ
さらに4万人が人道的理由から滞在が認められた。

UNHCRの難民統計には「国連パレスチナ難
民救済事業機関（UNRWA）の援助するパレ
スチナ難民は含まれていない。

2004年1月1日現在、世界の難民や国内避難民
などUNHCR援助対象者の数が18％減少して
1710万人となった。これは過去10年間で最も少
ない値である。ルード・ルベルス難民高等弁務
官は、「世界難民の日」（6月20日）に最新の統計
（暫定）を発表し、「数の減少は、漓数百万人も
の避難を強いられた人々の解決策を見出す国際
的な努力がこれまで以上に払われ、滷数年ある
いは数十年間続いていた『長期化した』難民問
題を解決するためのUNHCRや協力団体による
継続的な努力が功を奏したからだ」と、述べた。

■難民およびその他の援助対象者数 1978-2004

高等弁務官は、この統計は2004年の「世界難
民の日」のテーマ「故郷とよべる所」を象徴し、
世界約120か国でのUNHCRと協力団体の活動
の成功を示すものであるとした。「UNHCRの
援助対象者数は、私が着任した2001年初頭の
2180万人から1710万人まで減少し、全体として
約22％の低下である。この統計結果は、特に過
去数年間に帰還するなど、生活を再建する新た
な場所を見出した人々にとっては大きな励み
だ。長い年月にわたった避難生活の終わりと、
将来への新たな希望のある生活の始まりであ
る」と高等弁務官は語った。

■援助対象者　合計1710万人

■援助対象者（地域別）

■難民受け入れ国　上位5か国
漓パキスタン…………………………………………………110万人＊

滷イラン …………………………………………………98万5000人
澆ドイツ ……………………………………………………………96万人
潺タンザニア……………………………………………………65万人
潸アメリカ合衆国…………………………………45万2500人
この国々ではいずれも難民数が2～25％減少
した。

■難民数（出身国別）上位3か国
漓アフガニスタン…………………………………………210万人＊

滷スーダン………………………………………………60万6000人
澆ブルンジ………………………………………………53万1600人

＊パキスタン政府による調査（2001年調査が最新）
には、都市部に住むアフガン難民や移民など計
160万人の数は含まれていない。最近のイランで
実施された登録では2003年よりも60万人多い難
民数が報告されている。アフガン難民数について
は、今年、両政府と協議しつつ更新する予定。

■難民数の動き
難民の総数が970万人になったことで昨年の
1060万人よりも92万人（約10％）少なくなり、
2年連続の減少となった。難民数を地域別にみ
ると、中央アジア・南西アジア・北アフリカ・
中東地域で13％、アジア・太平洋で10％、アフ
リカで7.3％、そしてヨーロッパと南北アメリ
カでそれぞれ5％減少した。アフリカで増加し
たのは西アフリカだが0.6％にとどまった。現
在UNHCRは、アフリカ9か国（アンゴラ、シ
エラレオネ、リベリア、スーダン、エリトリア、
ソマリア、ブルンジ、ルワンダ、コンゴ民主共
和国）において200万人をこえる難民や数百万
人の国内避難民の最後の自主帰還を行ってい
る。

■2003年に帰還した難民（出身国別）－110万人
漓アフガニスタン…………………………………64万6000人
滷アンゴラ………………………………………………13万3000人
澆ブルンジ…………………………………………………8万2000人
潺イラク ……………………………………………………5万5000人
潸シエラレオネ ………………………………………3万3000人
澁ルワンダ…………………………………………………2万3000人
澀リベリア…………………………………………………2万1000人
潯コートジボワール………………………………1万6500人
潛ボスニア・ヘルツェゴビナ ……………1万4000人
この2年間でかつて例を見ない規模の自主帰
還がすすみ、これまでに難民350万人が祖国に
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■期間：2004年9月18日（土）～29日（水）（休館日なし）
■時間：10：00～17：30（18：00 閉館）
■場所：UNハウス（国連大学ビル）1、2階 UNギャラリー

（地下鉄「表参道駅」B2出口より徒歩5分）
■主催：UNHCR（国連難民高等弁務官）駐日地域事務所
■協力：清里フォトアートミュージアム（K･MoPA）

日本国連HCR協会（UNHCR日本委員会）

UNHCRの援助対象者の数が減少

小林正典「命をみつめて－世界の難民」写真展お知らせ

国内避難民 
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帰還民 
110万人 

庇護希望者 
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その他、無国籍者など 
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カリブ海 
131万6400人 

北アメリカ 
96万2000人 

オセアニア 
7万4100人 
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単位：100万人 計1710万人

01 02 

740万人 

970万人 
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※9月23日（祝・木）には午後2時より3時30分
まで、講演会（小林正典氏ほか）を予定。
小林正典氏は、長年世界各地を回り、難民
や国内避難民の写真を撮り続け、UNHCRにも
多くの貴重な写真を提供して下さっています。
詳細はUNHCRのホームページ
（www.unhcr.or.jp）をご覧ください。



日本と庇護
「世界で一番平和な日本に住めることが嬉しい」

シラク・アラヤさん
Sirak Araya

シラク・アラヤさんは、1977年エリトリ

ア（当時はエチオピア、1993年に独立）の

首都アスマラで9人兄弟の8番目として生ま

れたエリトリア系エチオピア人。父は高校

の教師で後に校長になったが、すでに病死

した。

シラクさんは大学で化学を専攻したが、

ビジネスを始めたいと考え大学を中退した。

エチオピアに来ていた韓国のビジネスマン

から日本の自動車産業の話を聞いた。日本

は遠く、何も知らない国であったけれど、

ビジネス・チャンスがあるかもしれないと、

97年11月に来日した。「でもその時は、まさ

か自分が国に戻れない難民になるとは思っ

てもみなかった」とシラクさん。

翌98年、エリトリアとエチオピアとの間

で国境紛争が起こり、エチオピアにいるエ

リトリア系の人々が拘束され、送還される

ようになった。しかし一方、エリトリアで

もエチオピア人という理由で法的な地位は

不安定で国籍も得られない。海外にいるエ

リトリア系エチオピア人の友人から「今、

エチオピアに帰国すると危険だ」との知ら

郵便振替口座：00140-6-569575
加入者名： HCR協会

（通信欄に「緊急ファンド」とご記入ください。）

UFJ銀行 青山支店 普通 5251034
三井住友銀行 渋谷駅前支店 普通 3478195
口座名： エイチシーアールキョウカイ

（皆様のご住所等を別途ご連絡ください）難民キャンプにたどり着き、地面に座り込む老人　J4U/S.Inoue

スーダン難民に
緊急支援を！

認定NPO法人　

日本国連HCR協会
Tel.03-3499-2450  Fax.03-3499-2273
ホームページ http://www.japanforunhcr.org

（皆さまのご寄附は寄附金
控除の対象になります。）

武装民兵に襲われた人々がスーダン西部ダルフール地方か

ら、隣国チャドへ緊急脱出を続けています。その数は20万

人に達する勢いです。雨期が訪れ、豪雨が道を寸断している

中、UNHCRは引き続きキャンプを設営し、難民の移送、

援助物資の配給を進めています。

この緊急援助には、当初の予定を大幅に上回る約60億円

が必要です。しかし、国際社会の関心は薄く、まだ半分しか

集まっていません。

決して豊かでないチャドの地元民がスーダン難民を迎え入

れています。日本の皆様の力強いご支援をお願いいたします。

までに果物や野菜の梱
こん

包
ぽう

を行う会社に勤め

たり、2000年から2年間はコンピュータと

英語の学校の営業をしたり、レストランで

ウェイターやアシスタント･マネジャーとし

て働いてきた。

シラクさんの難民申請は2000年に却下さ

れ難民とは認められなかったが、UNHCR

より難民性を有すると判断された。その後、

2001年に日本政府から人道的な配慮として

「在留特別許可」注を得た。「安心しました。

これで戦争がなく平和な日本で落ち着いて

暮らしていけると嬉しかったです。許可し

てくれた日本政府にとても感謝していま

す」。

現在、彼はレストランに勤めるかたわら、

モデルやタレントの仕事をしている。日本

に来て7年、日本人の友達もたくさんできた

シラクさんは日本に帰化したいと現在申請

中だ。日本語も「日本人とデートをするに

はまだ困ります」と笑いながら答えるほど

上手になった。「ただ、日本人は欧米の人々

に較べると、自分たちの社会に難民がいる

ことに慣れていないと感じます。難民は不

公正の被害者であって、受け入れ社会に対

して脅威ではないと理解して欲しいです」。

注：在留特別許可－難民とは認定されなかったもの
の、人道的な理由から在留を認められる特別な
許可。

せがあった。「でもどうしていいかわかりま

せんでした。難民申請については長い間、

知らなかったんです」。そのうち人権関係の

NGO（非政府組織）から聞き、99年シラク

さんは日本で難民申請を行った。

帰国することができなくなり、日本の製

品をエチオピアで売るというビジネスの夢

も潰
つい

え、当初持ってきたお金もなくなった。

英語など数か国語できるが、日本語はわか

らないシラクさん。「ごく僅
わず

かなエチオピア

人を除くと知り合いは誰もいなくて……。

言葉の壁に一番苦労しました」。彼は、これ


